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A. 研究目的 
 医療安全支援センター（以下「支援セン
ター」）は、約 20 年に渡り、患者や家族か
らの相談、苦情への窓口対応を中核機能と
して、医療の安全の確保を図ってきた。支
援センター機能は、①行政指導的、②紛争 
解決的、③対話促進、④地域連携、⑤精神
保健など多彩な側面を持つ 1。他方、支援
センター設置や運営が各自治体の裁量に委

ねられた制度的背景の故に、機能や対応状
況などの地域格差が顕在化しているとみら
れる 2。一般社団法人医療の質・安全学会
が受託している医療安全支援センター総合
支援事業（以下「総合支援事業」）では、
支援センターが担う多彩な相談機能を踏ま
えて相談対応の平準化と質向上を図る研修
会等の施策が展開されているが、苦情相談
型、専門相談型、地域包括型と称される各
対応や、患者家族、医療機関、第三者機関
への関わりに関して課題は未だ少なくない
3。これまでの研究では、医療機関側の窓
口不詳が支援センター側の連携支障であっ
た例が示されている 4。すなわち、支援セ
ンターが抱える課題解決に向けて、支援セ
ンターに対する直接的な関わりだけでな
く、医療安全推進協議会の活性化などの制
度全体を俯瞰した地域を包含するアプロー
チが必要であるとみられる。これまでは、
地理的、時間的な制約のために、地域を包

研究要旨 医療安全支援センター（以下「支援センター」）は、都道府県と保健所を設置する市及び特
別区において、最長で約 20 年に渡り運用されてきた。体制の整備や運用面については、設置自治体
に一定の裁量があるため相談体制や実績に差異が生じているとみられるがその実態は明らかでない。
本研究では、支援センターがもつ相談機能の比較を可能とする評価指標を設け、高機能とみられる支
援センターを同定し、これらの支援センターが有する特徴をフィールド調査で解明することを目的と
した。評価指標は、都道府県単位で合計した相談件数を推計患者数で除した値とし、47 都道府県での
比較が可能となった。この結果、高知県、福島県、宮城県、東京都、千葉県の支援センター機能が高
い可能性が示唆された。これらの都道府県の支援センターを中心にフィールド調査を実施し、特色あ
る独自の取り組みや、対応困難事例などの共通する課題が明らかとなった。 
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含した枠組み作りに大きな困難を伴ってき
た。こうした課題に対し、ICT
（Information and communication 
technology）の利活用は、地理的、時間的
な制約を乗り越えるための有効な方策の１
つと位置づけられ、近時のコロナ禍での
ICT の利活用の急拡大により、ICT を利活
用した新たなアプローチを検討する基盤が
整いつつある。しかしながら、ICT の利活
用に伴うセキュリティ上の問題や、支援セ
ンター事業に展開する具体的な方策は未だ
明らかでない。 
そこで本研究の目的は、支援センター事

業の相談の機能や対応状況における地域差
を解析し、制度全体の運用状況と地域を包
括する枠組みの実態との関連性を解明し、
総合支援事業が提供すべき新たな支援の内
容を明らかにすると共に、ICT の利活用に
よる地域を包括した連携の枠組み構築につ
いて、ICT 利活用に伴うセキュリティ上の
問題を含めた課題を解明し、総合支援事業
に実装化するための試行と検証を行うこと
である。このうち令和 4 年度は、支援セン
ター事業における地域差の実態解明と制度
運用状況等との関連性を検討し、総合支援
事業が収集してきた教訓的事例等の活用に
向けて取り組みを行った。 

 
B. 研究方法 
１．総合支援事業で収集されたデータの解
析と検討 
 総合支援事業の委託事業者である一般社
団法人医療の質・安全学会（以下、「委託事
業者」）は、全国 395（令和 2 年時点）のセ
ンターに対して、相談件数や運営の現状に
関する調査を実施し年次データ（以下、「全

国調査結果」）として公開している。全国調
査結果は、最長で平成 15 年（2003 年）ま
で遡ることができることから、分担研究者
の天笠を中心に、分担研究者の菊池、及び研
究代表者の荒神は、本研究において、全国調
査結果に蓄積されているデータのクリーニ
ングを実施したうえで、利用可能なデータ
を用いて経年的な変化も踏まえた解析を試
み、支援センターの機能や対応状況の地域
格差を検討し、支援センターの機能や対応
状況が充実しているセンターを明らかにす
ることとした。 
 まず、経年的な変化の検討では、支援セン
ターに関する法制化以降、支援センター設
置の経時的変化はこれまであまり検討され
ていないことを踏まえて、都道府県センタ
ーと保健所設置市区センターの各支援セン
ターの設置状況に関する経時的変化を全国
調査結果より明らかにした。 
 次に、支援センターの相談機能の地域差
に関して、最新の令和 3 年度全国調査結果
を用いて検討した。具体的には、令和 3 年
度全国調査結果から得られる令和 2 年度の
都道府県単位での相談件数について、厚生
労働省が同年に実施した「患者調査」の推計
患者数で除することで県別の相談機能を指
標化することとした。この指標化により、
47都道府県での相談対応状況の比較が可能
となり、相談機能の高い都道府県を同定す
ることが可能となる。 
２．相談機能が充実した支援センターに対
するフィールド調査 
指標化した相談機能の評価に基づき、相

談機能が充実しているとみられる支援セン
ターについて、医療安全推進協議会などの
地域を包含した制度全体の運用状況と枠組
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みの実態を明らかにするため、分担研究者
の菊池を中心に、研究代表者の荒神、及び分
担研究者の天笠がフィールド調査を実施し
た。支援センターの相談機能の評価指標か
ら、上位 5 つの都道府県を同定し、これら
の支援センターに対して、任意の調査協力
を依頼した。調査協力が得られた支援セン
ターを研究者らが訪問し、対面形式で調査
を実施した。調査内容は、下記の 6 項目を
主として関連する事項を含めて聴取を行っ
た。 
（１）相談体制について 
令和 3 年度（もしくは訪問時に全国調査

結果が完了していた場合には令和４年度）
全国調査結果に基づき、相談に応じる体制
について、実際の運用の状況を中心に取り
組み内容や運営上の困難等を聴取 
（２）相談対応 
自治体内の他部門や他機関・団体等との

連携の有無と連携がある場合にその内容、
また、対応困難事例の有無と、ある場合にそ
の内容、個別の医療機関へのフィードバッ
クの状況や連携体制などを聴取 
（３）支援センター間での連携 
（都道府県センター）保健所設置市区、二

次医療圏センターとの連携の有無、内容等    
（保健所設置市区センター）県や二次医

療圏の相談窓口、他の自治体の相談窓口と
の連携の有無、内容等 
（４）ICT 利活用に関する施設や機器の状
況 
本研究事業で検討中の ICT利活用に関す

る概要を説明の上で、ICT の利活用の可否
や問題点について実情を中心に聴取 
⑤支援センターに関する要綱、マニュア

ル類の整備状況 

支援センター設置要綱や、独自で作成さ
れている相談対応に関するマニュアル類等
について聴取 
⑥総合支援事業の活用や要望 
研修事業や全国調査等を実施している総

合支援事業を説明の上、今後に向けた要望
等を聴取 
３．海外調査 
 英国の公的医療サービス(NHS)では、日
本の支援センターに類似する Patient 
advice and liaison service(PALS)が運営さ
れている。日本では病院が設置する相談窓
口と支援センターは、設置母体が異なり直
接的な連携を持たないが、NHS が運営する
PALS は、病院から国レベルまで階層的な
制度設計となっており、監査機能が付与さ
れている 5。一方、個別の相談事例に対する
介入の方法や程度、監査に活かす場合の相
談者の保護等については実態が明らかでな
いため、NHS が運営する PALS について研
究代表者の荒神が、現地調査を予定した。 
４．教訓的事例の検討と類型化 
 地域を包含した連携に際して相談事例の
共有も重要となるとみられることから、令
和 3 年度全国調査結果で得られた教訓的事
例について、法的観点を踏まえた検討と類
型化を行った。分担研究者の松村は、令和
3 年度に、医療安全支援センター総合支援
事業事務局が全国から収集した 500 余の共
有事例を法的観点から検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、医療法に基づく医療安全支援

センターの機能と対応状況が主たる調査内
容であり、総合支援事業の委託事業者であ
る医療の質・安全学会が保有するデータに
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個人を識別できる情報は含まれておらず、
解析するデータも公表されているものであ
るため、倫理面の問題はないと判断した。
なお、教訓的事例については、公表可否に
ついて、各支援センターに個別に確認し、
任意の同意が得られた事例のみを用いた。 

 
C. 研究結果 
１．支援センターの設置主体別の設置状況 
平成 18（2006）年から令和 4（2022）

年までの経年変化の検討では、都道府県セ
ンターについて、平成 18 年時点で全ての
都道府県で設置済みであった。一方で、保
健所設置市区センターの設置率は、平成
18 年の 56%から令和 4 年の 71%までの増
加を認めた（資料１；図１）。 

 
２．支援センターの相談機能の地域差 
相談機能等の地域差については、県別の

相談機能を指標化し、47 都道府県での比
較を可能にした。都道府県単位の相談件数
を各都道府県における推計患者数（千人）
で除した結果、高知県が最も多く
（32.4）、次いで福島県（25.8）、東京都
（23.1）、宮城県（22.4）、千葉県（20.7）
であり、これらの都道府県ではセンター機
能が高い可能性が示唆された（図 5（22
頁）参照）。 

 
３．相談機能が充実した支援センターに対
するフィールド調査結果 
指標化した支援センターの相談機能の上

位５つの都道府県として、高知県、福島
県、宮城県、東京都、千葉県が同定され
た。そこで、これらの都道府県及び、これ
らの都道府県にある主要な保健所設置市区

センターに対して、任意での研究協力を求
めた。高知県（県庁と高知市）、宮城県
（県庁と仙台市）、東京都（都庁）、千葉県
（県庁）の 6 センターから対面で実施する
現地調査の協力が得られた。 
フィールド調査の結果からは、専従職員

を事務職がバックアップする体制が整えら
れている、センター独自のマニュアル等の
整備が行われている、医療関係団体等の連
携が頻繁に実施されているなど共通する取
り組みが認められ、同時に、専従職員の確
保と人材育成、リピーターや精神保健相
談、個別の診療所へのフィードバックな
ど、共通する課題も明らかとなった。調査
から明らかになった各支援センターで特色
をもつ運営上の工夫に関して全国の支援セ
ンターに広く共有していくことや、支援セ
ンターに共通してみられる相談対応におけ
る課題に関して、総合支援事業を活用した
ソリューションの提供などが求められると
考えられた。 
また、地域連携や総合支援事業の年次調

査における ICT の利活用に関しては、ハ
ードウェアの整備や通信速度などのネット
ワーク環境、利用されているソフトウェア
の多様性、セキュリティ上の障壁など、複
数の課題が明らかとなった。本研究を遂行
していくにあたり支障となりうる課題であ
ることから、今後、対処方法を模索する必
要があると考えられた。 

 
４．教訓的事例の検討と類型化 
教訓的事例に関して、医療従事者違反、
一般医療行為における民事責任、特殊医療
行為における不法行為責任、個人情報保
護、医療広告規制、医療費請求、消費者契
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約、刑事事件の８つの類型に分類できるこ
とを示した。医療安全支援センターに関す
る情報を集積する機能を担う総合支援事業
の事務局が研究者と協力し、相談員を支援
するシステムを構築することは、日本にお
いて患者中心医療を実現する上でも必要と
考えられた。 
 
D. 健康危険情報 
 研究の結果、得られた成果の中に健康危
険情報は含まれなかった。 
 
E. 研究発表 
１．学会発表 
 公衆衛生学会総会抄録集第８１回、医療
安全支援センターの設置数に関する経時的
変化 平成 18 (2006)年からの検討、令和
4 年 10 月 8 日、荒神裕之、天笠志保 
 
F. 知的財産権の出願・登録状況 

知的財産権の出願・登録ともになし。 
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